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序     文 
 

 フィリピン共和国では、国内・国際海運の安全性を向上させるため、海図の整備・充実が急務

になっており、とりわけ、世界の趨勢に合わせた電子海図の整備を国際海運関係機関から迫られ

ている。しかし、電子海図の整備はほとんど手つかずの状態にとどまっていたため、フィリピン

国政府は、この分野の先進技術を持つ我が国に対し「電子海図作成技術移転計画」のプロジェク

ト方式技術協力を要請してきた。 

 これを受けて国際協力事業団は、1998年３月に事前調査を行い、要請の背景及び内容の把握に

努めるとともに、協力の妥当性を検討した。 

 今般は、同国がスペイン借款により購入した測量船２隻が到着したのに伴い、その仕様・運行

計画等を確認するとともに、プロジェクト実施に必要な協議、情報収集を行うため、1999年（平

成11年）１月17日から２月６日まで、海上保安庁水路部企画課水路技術国際協力室室長 加藤茂氏

をはじめとする短期調査員４名を、現地に派遣した。 

 本報告書は、同調査員による調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト

展開に広く活用されることを願うものである。 

 ここに、本調査員派遣にご協力いただいた外務省、海上保安庁、在フィリピン日本大使館など

内外関係各機関の方々に、深甚なる謝意を表するとともに、一層のご支援をお願いする次第である。 

 

 平成11年３月 

 

                       国際協力事業団    

                       社会開発協力部    
                       部長 加 藤 圭 一  
 









略語集 
 

DENR Department of Environment and Natural resources 環境天然資源省 

NAMRIA National Mapping and Resource Information Authority 地図資源情報庁 

CGSD Corstal and Geodetic Surveys Department 沿岸測地局 

HGSD Hydrographic and Geodetic Surveys Department 水路測地局 

IHO International Hydrographic Organization 国際水路機関 

IMO International Maritime Organization 国際海事機関 

SOLAS Safety of Life at Sea 海上人命安全条約 

EAHC East Asia Hydrographic Committee 東アジア水路委員会 

NEDA National Economic and Development Authority 国際経済開発庁 

GMDSS Global Maritime Distress and Safety System 世界海難通報 
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第１章 短期調査員派遣 
 

１－１ 調査員派遣の経緯と目的 

 近年、海図の分野では紙海図に代わる電子海図の利用が、世界の趨勢になりつつある。電子海

図は、人工衛星からの電波を船舶が受信することにより、ディスプレイ上に緯度経度、地形等を

映し出し、航海中の自己の位置を正確に把握するとともに、水深や危険水域等を事前に察知して、

危険を回避できる装置である。従来の紙海図に比べ、高い精度と利便性が確保できるため、航海

の安全と運行効率の著しい向上が期待できる。 

 フィリピン共和国水路測地局（HGSD）は現在、187の海図を刊行しているが、ごく一部の海図

を除き戦前または戦後間もない古いデータに基づく海図である。世界各国は国際海運の安全確保

のため、統一された基準に基づいて国際海図を作成する必要があり、フィリピン国も国際水路機

関（IHO）の決議により、自国水域に関する37の国際海図を作成・刊行する責務を負っている。

しかしながら、これらはまだ１図も刊行されていない。 

 一方、電子海図は従来の紙海図に比べ高い精度と利便性が確保できて航海の安全と運行効率の

著しい向上が期待できることから、IHO内の委員会の検討を経てシステムが確立され、さらに国

際海事機関（IMO）において海上人命安全条約（SOLAS）上の海図と同等物と位置づけられる性

能基準案が正式に採択された。これを受けて、東アジア水路委員会（EAHC）においても地域内

の電子海図の整備に向けた技術の普及を進めようとする動きがあるが、フィリピン国における電

子海図の整備はいまだ、ほとんど手つかずの状態である。これに対し我が国は、世界で最初に電

子海図を刊行するとともに東アジア電子海図セミナーを開催するなど、電子海図の整備促進に大

きな役割を果たしてきており、その技術力から、電子海図に関する技術移転について先導的役割

が期待されている。 

 本プロジェクトは、海上交通の安全確保に大きく寄与すると考えられる電子海図の作成技術を

フィリピン国に導入することを目的とし、そのもととなる水路測量のデジタルデータの取得及び

電子海図作成技術の技術移転を通じて、フィリピン国における国内、国際海運の安全確保に貢献

するものである。 

 今般は、スペイン借款により購入された測量船２隻がフィリピン国に到着したのに伴い、その

仕様・運行計画等を確認し、あわせて実施協議調査団派遣に先だち、プロジェクト実施に必要な

協議、情報収集を行うことを目的として、短期調査員を派遣した。 

 



１－２ 調査員の構成 

 (1) 加藤茂：総括、海上保安庁 水路部 企画課 水路技術国際協力室 室長 

     （Dr.Shigeru Kato：Leader, Head, International Cooperation Office for Hydrography, 

Planning Division, Hydrographic Department, Maritime Safety Agency） 

 (2) 穀田昇一：水路測量、海上保安庁 水路部 沿岸調査課 主任沿岸調査官 

     （Mr.Shouichi Kokuta：Hydrographic Survey, Senior Coastal Surveys Officer, Coastal 

Surveys and Cartography Division, Hydrographic Department, Maritime Safety Agency） 

 (3) 中川一郎：電子海図、テラ株式会社、代表取締役 

      （Dr.Ichiro Nakagawa：Electric Navigation Chart, President, TERRA Corporation） 

 (4) 水口佳樹：協力企画、国際協力事業団 社会開発協力部 社会開発協力第一課 

     （Mr.Yoshiki Mizuguchi：Cooperation Planning, First Social Development Cooperation 

Division, Social Development Cooperation Department, JICA） 
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１－３ 調査日程 

日順 月日 曜日 移動及び業務 

１ １月17日 日 ９：45 東京→13：10 マニラ（JL-741） 

２ １月18日 月 

９：30 JICAフィリピン事務所と打合せ 
11：00 在フィリピン日本大使館表敬 
13：00 地図資源情報庁表敬 
14：00 環境天然資源省表敬 
16：00 国家経済開発庁表敬 

３ １月19日 火 午前 個別専門家と打合せ 
午後 水路測地局表敬、協議 

４ １月20日 水 終日 フィリピン側と協議 

５ １月21日 木 終日 測量船調査 

６ １月22日 金 午前 国家経済開発庁協議 
午後 測量船調査 

７ １月23日 
（休日） 土 資料整備 

８ １月24日 
（休日） 日 資料整備 

９ １月25日 月 終日 フィリピン側と協議 

10 １月26日 火 終日 ミニッツ内容協議 

11 １月27日 水 終日 ミニッツ内容協議 

12 １月28日 木 

午前 資料整備 
14：30 JICAフィリピン事務所報告 
16：00 在フィリピン日本大使館報告 
18：00 ミニッツ署名・交換 

13 １月29日 金 

終日 技術調査 
（水路測量、電子海図担当調査員） 
（総括、協力企画担当調査員） 
14：45 マニラ→19：40 東京（JL-742） 

14 １月30日 
（休日） 土 資料整備 

15 １月31日 
（休日） 日 資料整備 

16 ２月１日 月 
終日 技術調査 
（水路測量、電子海図担当調査員） 
以下同じ 

17 ２月２日 火 終日 技術調査 

18 ２月３日 水 終日 技術調査 

19 ２月４日 木 終日 技術調査 

20 ２月５日 金 午前 技術調査 
午後 JICAフィリピン事務所報告 

21 ２月６日 土 14：45 マニラ→19：40 東京（JL-742） 
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１－４ 主要面談者 

 (1) 国家経済開発庁（NEDA） 
   Ms.Alely Bernardo          Division Chief 

   Ms.Venessa Agnes F.Dimaano    Staff  
 
 (2) 環境天然資源省（DENR） 
   Ms.Lourdes S.Sioson        Director 
   Mr.Jesus A.Carino         Assitant Chief 

 
 (3) 地図資源情報庁（NAMRIA） 
   Mr.Liberato A.Manuel       Administrator  
 
 (4) 水路測地局（HGSD） 
   Mr.Salvador V.Bonnevie           Director 
   Mr.Armando G.Adriano      Staff Officer for Administration 

   Mr.Herbelt L.Catapang             ENC Project Officer  
   Mr.Avelino Y.Dalisay       Chief, Hydrographic Survey Division 
   Mr.Rololfo Agaton         Chief, Survey Operations Division 

   Mr.Rosalino Devos Reyes      Office in Charge Electronic Navifahond Chart 
                   Development Unit 

   Mr.Jacinto Cablayan        Head, Scientific Group, BRP  
                    Hydrographer 

                    PRESBITERO 

 

 (5) 日本大使館 

   小谷野 喜二           一等書記官 

 

 (6) JICAフィリピン事務所 

   後藤 洋             所長 

   黒柳 俊之            次長 

   中澤 哉             所員 
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第２章　総括

(1)フィリピン国が1996年に要請してきたプロジェクト方式技術協力「電子海図作成技術移転計

画」プロジェクトに対し、1998年３月に事前調査団が派遣された。その結果、プロジェクト形

成のありかたによってプロジェクト方式技術協力による協力が可能であると判断され、今般は

フィリピン国の実施体制の確認、プロジェクト方式技術協力の概要の説明、本プロジェクトの

目標や成果であるプロジェクト形成の説明、フィリピン国がスペイン借款により購入した新測

量船の技術的調査等を目的に短期調査員が派遣された。

(2）フィリピン側の要請の確認

　前回の事前調査時に署名されたミニッツに記述された技術移転の要請内容に変更はなく、水

路測地局（HGSD）Bonnevie新局長以下幹部の本プロジェクトへの期待は非常に大きいことが

確認された。Feir前局長から新局長に交代したが、HGSDの体制に大きな変化はなく、むしろ

新局長の下、若干幹部の意欲が強く感じられた。

(3)フィリピン国における水路測量、海図分野の現状

　新測量船２隻（PRESBITERO：1998年12月就役、VENTURA：1999年１月就役）は、いず

れも1,179総トンの大型測量船で、両船共通の仕様となっている。両船とも、デジタル方式全地

球位置把握システム（DGPS）、マルチビーム、測深機、重力計、海上磁力計、表層探査装置な

ど最新の測量機器を装備し、搭載測量艇も必要な最新機器を搭載していることが確認された。

これにより、水路測量のための必要機器はおおむね整備されたと思われる。

　紙海図のデジタル作成システムには、カナダUniversal Systems社のCARISシステムが導入

され、1997年に９図、1998年に20図が数値化されており、1999年には30図の数値化が計画され

ている。これらの数字が示しているとおり、紙海図については順調にデジタル化が進められている。

(4）プロジェクトの実施計画の調整

　 1）目標：電子海図作成及び最新維持技術並びにこれに関連する水路測量技術が移転される。

　 2）期間：水路測量から電子海図作成までの工程を考慮すると、なるべく早期に開始し、技術

移転に必要な期間は５年間が適当と考えられるが、協力期間については今後の検討に委ねる

こととする。

　 3）実施事項：目標達成のために次の３項目の技術移転があげられる。

　　①　水路測量のシステム化、デジタル化技術の確立

　　②　「電子測量原図」作成システム技術の確立
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  ③ 電子海図作成及び最新維持システムの導入、同システム技術の確立 

 なお、前回調査時の課題であった日本とフィリピン国とのコンピュータシステムの違いにつ

いては、日本側専門家により十分対応可能であると判断された。同システムについては、フィ

リピン側が現在保有しているシステムを活かして電子海図作成及び最新維持システムを導入す

ることにより、フィリピン国において根づき始めた海図作成技術を我が国が所有する技術をも

ってサポートする形となる。 

  4）協力内容：期間中の長期専門家、短期専門家の派遣、HGSD職員のカウンターパート研修

受け入れ、必要な機材の供与があげられる。 

  5）フィリピン側の実施体制：本プロジェクトの実施機関はHGSDとし、総轄責任機関はその 

親組織である地図資源情報庁（NAMRIA）とすることが適当と考えられる。なお、本調査員

派遣前にNAMRIAが親組織である環境天然資源省（DENR）に吸収されるとの情報を入手し、

これについての調査を諸機関に対して行ったが、確かな情報は得られなかった。 

 

(5）HGSDはプロジェクト方式技術協力の経験がないことから、その枠組みや体系等エッセンス

について説明を行った。本プロジェクトはフィリピン側の責任において実施されること、ロー

カルコスト負担が発生するためその確保に努力することなど、大筋において合意を得られたと

の感触を得たが、今後もこの点につきフィリピン側にブリーフを行うよう、JICAフィリピン事

務所に要請した。 
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第３章 個別調査結果 

 

３－１ HGSDの現況 

 本プロジェクトの実施中心組織となるHydrographic and Geodetic Surveys Department（HGSD：

日本名「水路測地局」）は、Department of Environment and Natural Resources（DENR：日本名「環

境天然資源省」）の外局であるNational Mapping and Resource Information Authority（NAMRIA：日

本名「地図資源情報庁」）の１部局である。HGSD、DENR及びNAMRIAの組織図を図３－１から図

３－３に示す。 

 HGSDはフィリピン国周辺水域の水路測量から海図刊行までを担っており、現在は刊行されて

いる海図のデジタル化や編集を主な業務としている。職員は大きく２つに分けられ、１つは測量

実施部門、いま１つは海図作成部門である。本プロジェクトでは海図作成部門、特に電子海図作

成部門が主なカウンターパートとなるが、測量部門に対しても水路測量についての理論や測量機

器の正確な使用方法等の技術移転が必要となろう。 

 HGSDは、事前調査時点ではCorstal and Geodetic Surveys Department（CGSD：日本名「沿岸測

地局」）という組織名であった。しかし1998年11月にNAMRIA長官名により、名称変更のレター（資

料５参照）が発出されており、HGSDに変更となった。業務の内容はその名が示すように沿岸部

の測量・海図作成のみではなく、国際水路も含んだ広い範囲も対象とすることとなり、その業務

範囲が広くなったことを示している。 

 これまでに我が国がHGSD（CGSD）に対して行った協力としては、1991年から1994年にかけて

行われた水路測量・海図作成にかかわるミニプロジェクトがある。この協力はパラワン島プエル

トプリンセサ港を対象に紙海図の改版を目的として行われた。当時のカウンターパートのほとん

どが現在もHGSDに留まっており、現在も海図の改版が行われている。また、HGSDには海図デジ

タルデータ整備の個別専門家が派遣されており、海図のデジタル化に対する指導・助言を行って

きた。同専門家は1999年２月までの任期であったため、本調査員派遣中に帰国となったが、上記

分野の技術移転を精力的に行っていた。なお、1999年度に同分野の専門家として個別専門家を５

か月程度の短期で派遣予定である。 

 本調査員派遣前に、実施責任者であるHGSD局長が事前調査時から変更となった旨の情報が入

り、本プロジェクト実施体制に多少の危惧を持っていた。しかし、HGSD新局長であるBonnevie

氏は協議時にも本プロジェクトに対する熱意を強調し、またその重要性も十分認識していた。

Bonnevie氏の直近であるStaff OfficerのAdriano氏が実質的なプロジェクトのまとめ役であり、水路

測量や海図作成等の専門的な知識も持ち合わせているようであった。 

 なお、本調査員派遣前に、HGSDの親組織であるNAMRIAがDENRへ吸収されるとの情報があり、

これについてもDENR及びNAMRIAに確認を行った。DENRではフィリピン国で行われている全プ
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ロジェクトの総括的立場である課長に、またNAMRIAではトップの長官に質問したが、双方とも

この話について情報がなく、全く知らないとの回答を得た。しかし、後藤JICAフィリピン事務所

長がDENR大臣より1999年の３月か４月にはNAMRIAを吸収合併するとの言を聞いており、信頼性

の高い筋からの情報であるため、今後もDENR及びNAMRIAの動向には注意が必要であると思料す

る。 

 

３－２ 海図分野の現況 

 ３－２－１ 紙海図刊行状況 

  1999年１月現在、HGSDは、187版の海図を刊行している(資料６参照）。事前調査報告書にも

あるように、大半の海図はアメリカ測地局から受け継いだ海図原版を1975年から1995年にかけ

て旧CGSD仕様に改版し刊行しているものである。そのうち、1980年代後半から改版された約

30図については、旧CGSDが実施した水路測量成果が盛り込まれている。1992年以降の７図の

改版については、４色刷りで刊行されている。1991年からパラワン島のプエルトプリンセサで

実施されたミニプロの成果２図分もこの中に含まれる。しかし、1996年以降は、旧CGSD所有

の測量船がほとんど稼動できなくなったため、バンカーを改造した測量艇でマニラ近辺の水路

測量や受託による岸壁前面の調査を細々と実施した実績しかなく、海図改版は行われていない。 

 

 ３－２－２ 海図編集状況 

  この間、海図担当では、水深の単位をファゾムからメートルに変換し、関連する等深線等の

海図編集作業を実施するほか、1996年からCARISシステムにより既版紙海図の数値化データベ

ース作成作業に取り組んでいる。現在、海図編集部門は、大きく分けて旧来のマニュアル編集

作業とコンピュータ技術（地理情報システム：GIS）利用による海図数値化作業の２つの作業を

進めている。今後、マニュアル編集部門から数名が紙海図数値化及び電子海図編集部門に配置

替えになる予定である。 

 

 ３－２－３ 紙海図数値化の進行状況 

  1996年に実施された14図の数値化データは操作訓練が主だったため、実際のデジタル海図原

版出力までに再数値化編集補正作業が必要である。1997年には９図＋総図（別図もこれから出

力された）が数値化された。1998年には、20図分の数値化を終了した。担当者の話では、スペ

イン借款パッケージで納入される追加数値化機器も稼動し始めるので、前述の数値化技術者増

加を考慮して1999年に30図分の数値化を予定しているとのことである。一連の数値化作業に対

する技術調査の結果、数値化担当者は、UNIXのコマンド機能を理解し、かつCARISのもつ多彩

なGIS機能を国際海図基準仕様知識をもとにスムーズに操作していることから、今後、年30図以
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上を数値化していくことは可能と判断された。この精力的な活動が継続されれば、数年後には

フィリピン国全土の紙海図数値化データベース完成にもめどがつくものと思料する。

　これらの数値化データベース作成作業工程は、電子海図作成工程の初期作業と技術的にもデ

ータ的にもほぼ共有できるものであるため、カウンターパートの協力範囲に含まれる数値化作

業に対する知識を、本プロジェクトにおいても十分に有しているといえる（技術移転するため

の海図やコンピュータ等の基礎的知識を一から始めなくとも良いの意）。

　３－２－４　紙海図数値化システム

　1997年に紙海図数値化システムとして、CARIS (GIS、SAMI) がインストールされたWS２

台及びX-TERMINAL４台並びにCalcomp製SCANNER, DIGITIZER (図３－４参照)が旧

CGSD独自予算で導入され、紙海図数値化を開始した。その後、1998年に新測量船２隻を含む

スペイン借款のパッケージで図３－４の残りの各２台のX-端末(PC)付きWS３台、電子海図表

示装置(ECDIS)、IMAGE SETTER、OFFSET PRINTING PRESS他が導入された。本調査時

にちょうど最新の IMAGE SETTER（オンライン接続でデータベース化された数値化紙海図の

印刷用フィルム原盤を作成するもの）及びOFFSET印刷機（２色刷り）の設置工事を実施して

いた。これらが稼動すると前述の数値化済み30図分の紙海図が最新手法で完成することになる。

　３－２－５　本分野における技術協力の妥当性、問題点、提言

　事前調査報告書によれば、紙海図数値化の分野は、本プロジェクトの技術協力分野から除か

れることになっているが、電子海図のデータベース作成及び技術移転にあたり本数値化データ

技術は、電子海図作成ツールにおける初期段階の数値化技術と共存する技術であり、その数値

化データも電子海図データに利用できるため、紙海図数値化の部分についても技術助言が必要

となる。この技術助言とは、海図編集技術の根幹にかかわるもので、かつ後述する水路測量成

果にもかかわる。測地系座標変換に関した助言及び手法の確立である。

　フィリピン国では、アメリカの支配下にあった影響からクラーク 1866楕円体BALANACAN

(N13度33分41.000秒、E121度52分3.000秒) を測地原点としたルソン測地系を使用し、これを

もとに三角測量で展開した基準点網を地図・海図作成の基準点としてきた。しかし、島嶼で構

成されるフィリピン国では、1980年代後期に全地球位置把握システム(GPS) 時代に入り、測

地原点から離れるに従い測地誤差がかなり大きいことが判明した。そのためオーストラリアの

技術援助のもと(海図更新が進んでいなかった大きな要因でもある) GPS観測に基づく国家基

準点成果事業が、旧CGSDの主導で進められることになった。

この結果、1992年に１等基準点（330点）、２等基準点（101点）、３等基準点（36点）計467点の

フィリピン国測地網が完成した。これをPhillippines Reference System 1992(PRS92) と呼び、
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1992年以降、すべての地図・海図は、これを測地基準として作成・編集するよう大統領令で定

められた。 

 この成果をGPS測量時にリカバー（旧三角点で再測できたのは86点のみ） できた旧測量成果

と比較すると、フィリピン国南部地域では約80～100mもの測地誤差が確認された。これは、今

後紙海図を数値化するうえにおいて、極小縮尺海図では無視可能なものであっても、大縮尺に

なるに従って大きな問題となり、本プロジェクト終了後の継続した電子海図の刊行はもとより

現行紙海図改版を意図する水路測量成果やデジタル紙海図作成においても解決すべき問題であ

る。 

 現代のGPS技術による海上位置測量ではWGS-84の測地座標で位置が測定されるので、PRS92

測地座標に変換する必要がある。WGS-84とPRS92の測地座標変換に必要な７成分パラメータ値

は、前述成果から算出されているため、水路測量分野においては変換プログラムを作成する技

術を移転するだけでよいが、旧ルソン測地系成果で作成された紙海図を数値化、電子海図化す

るには、前述の三角網の歪みに伴う誤差を補正する必要がある。 

 この歪みに関する補正値をフィリピン国全海域で算出するのは、膨大な作業と高度な技術を

必要とする。このため、本プロジェクトでは、１つの海図として独立している海図の特性を考

慮し、現実的な解決方法として局部的な７成分パラメータを算出する技術移転が必要となる。

パラメータ算出の詳細な方法については、あまりに技術的なことになるのでここでは触れない

こととするが、このための技術移転に２周波基準点測量用のGPS受信装置一式（受信機４台、

RTK-OTF機能付き、データ伝送器、基線解析ソフト付き他）の機材供与が必要となるであろう。 
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３－３ 海図システムの現況 

 ３－３－１ 海図システムの導入状況 

  (1）1996年の導入 

 HGSDには、1996年よりカナダUniversal Systems社CARISシステムがスペインの借款によ

って導入されている。導入は、1996年と1998年に行われた。1996年は、CARISシステムの

トレーニングを目的として、以下の構成でシステムが導入された。 

    1）ハードウェア 

      UNIXワークステーション        ２式 

      パソコン                ４式 

      プロッター               １台 

      デジタイザー              １台 

      スキャナー               １台 

      レーザープリンター           １台 

    2）ソフトウェア 

      CARIS SAMI (UNIX版)         １式 

      CARIS SAMI (X端末ライセンス)     ２式 

      CARIS GIS (Windows版)         ２式 

 これ以外に、ネットワーク関連の機材も導入されている。 

 1996年に導入されたCARISシステムは、UNIXベースのものであり、パソコン上のＸ端末

を使って使用するようになっている。これらの器材のうち、プロッターについては、フィ

リピン国内での消耗品の調達が不可能であり、稼動していなかった。 

 

  (2）1998年の導入 

    1998年には、紙海図のデジタル化を本格的に行う目的で、以下の構成でシステムが導入

された。 

    1）ハードウェア 

      UNIXワークステーション         ３式 

      パソコン                ６式 

      プロッター               １台 

      CDライター               １台 

      イメージセッター（光プロッター）    １台 

      オフセット印刷機            １台 

      ECDIS                  １台 
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    2）ソフトウェア 

      CARIS GIS (Windows版)          ２式 

      CARIS HOM                         １式 

      CARIS HOM  (X端末ライセンス)     ２式 

 1998年に導入された機材のうち、ECDISは調整中であったため動作していなかった。

ECDISは、測量船に搭載されているものと同じ型式であるため、問題なく動作するはずで

ある。また、イメージセッターについては、導入設定はテスト中であった。フィルム出力

されたサンプルを見る限り、問題なく動作すると考えられる。オフセット印刷機は搬入直

後の状態であったため、まだ動作していなかった。これ以外の機器については、すべて正

常に稼動していた。 

 1996年に導入したCARISシステムはUNIXベースのものである。1998年に導入したCARIS

システムは計画ではUNIXベースであったが、ライセンスをWindowsに変更して使用している

 CARISシステムは、水路業務に応じた複数のモジュールに分割されている。このうち、

電子海図を作成するためのモジュールであるHOMは、既に３式導入されている。しかし、

これらは全く使用されておらず、CARIS社によるトレーニング待ちの状況である。 

 

 ３－３－２ 設置状況 

 1996年と1998年に導入されたシステムは別々の部屋に設置されており、ネットワークで結合

している。コンピュータ以外の設備では、電源と空調に不安が感じられた。現在の設置は一時

的なものであり、机などの設備はまもなく更新される予定である。また、本プロジェクトの機

材が導入されれば、ローカルコストでの空調装置増強を予定している。 

 

 ３－３－３ 現行業務 

 紙海図のデジタル化は、以下の手順によって行われている。 

   ① 海図（フィルム原版）のスキャニング 

   ② ヘッドアップデジタイズ 

   ③ 印刷出力 

   ④ 審査 

   ⑤ コンパス等修飾情報の作成 

   ⑥ プロッター印刷 

   ⑦ 審査 

   ⑧ 印刷原稿フィルム出力 

   ⑨ オフセット印刷 
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 これら紙海図のデジタル化は、すべて、CARISシステムによって行われている。CARISシステム

は、国際海図式であるINT１図式及びINT２図式に基づいており、この手順によって、国際海図の

刊行が行われつつある。 

 

 ３－３－４ 作業要員 

 現在、11名のオペレーターが紙海図のデジタル化を行っている。最年長の作業要員は36歳で

あり、平均年齢は30歳程度である。すべての要員は短大卒以上であり、コンピュータを使用す

るうえでの基礎知識は保有している。1999年には、作業要員を４名増強する予定で、総数は15

名となる予定である。今回のプロジェクトが稼動した場合、15名のうち３名を電子海図専門に

配置することが決定している。2000年以降は、アナログ紙海図担当、水路通報担当、図誌担当

等、合計14名が増員され、すべてデジタル化された環境で作業を行うよう検討しているが、具

体的な年度計画はない。 

 

 ３－３－５ 紙海図デジタル化状況 

 1997年には紙海図９図がデジタル化され、1998年には20図の紙海図がデジタル化されている。

このほかに索引図もCARISシステムによってデジタル化されていた。1998年に計画されたデジ

タル化のうち、一部はまだ編集中であった。1999年には、30図の紙海図のデジタル化が計画さ

れている。現在導入されているCARISシステムは、INT１に基づいた紙海図を作成するには最適

であり、紙海図のデジタル化作業は順調に進捗している。しかし、イメージセッターと印刷機

は導入中であり、デジタル出版による紙海図の刊行には至っていない。現在の作業要員の資質

を調査した限りにおいては、1999年の30図のデジタル化計画は、問題なく実行できると判断され

た。 

 

３－４ 電子海図の将来展望 

 ３－４－１ 電子海図の刊行計画 

 HGSDにおける電子海図作成計画は2000年から2010年まで、資料４に回答されたとおり作成

されている。基本的には、これまでの刊行されてきた海図に対応した電子海図が刊行されるが、

排他的経済水域（EEZ）測量計画の測量成果をもとにした新規の電子海図が含まれる。 

 2000年には２図分に対応する電子海図が作成される予定である。2001年から2002年にかけて

は、合計22図分の電子海図作成を計画している。1999年の電子海図作成トレーニング、2000年

のテスト的な電子海図作成、2001年からの本格稼動を想定したスケジュールであり、無理のな

いものとなっている。 
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 ３－４－２ 電子海図作成方式 

 本プロジェクトにおける電子海図作成方式は、紙海図データベースをもとに作成する方式を

採用する。この時の、電子海図作成の流れを以下に示す。 

   ① 図法及び測地系変換 

   ② オブジェクト作成 

   ③ 属性入力 

   ④ 電子海図出力 

   ⑤ 審査ソフトウェアやECDISによる審査 

   ⑥ CD-ROM作成 

 電子海図更新方式は、測量成果がデジタルで得られること、また、陸部についてはNAMRIA

がデジタルで作成しており、データの共有化が進んでいることから、データ変換を行って採り

入れれば大きな問題は発生しない。紙海図作成に使用されているCARISシステムはGISであり、

フィリピン国ではデータ交換を行って、港湾計画図の作成に威力を発揮している。ただし、航

空写真や他部局の紙ベースの資料から更新を行うには、紙海図作成システムで使用されている

スキャナーを利用して取り込むことになる。 

 

 ３－４－３ システム導入計画 

 1999年以降の技術者の配置計画から、本プロジェクトにより以下の装置を導入する。詳細な

スペックは、ハードウェア・ソフトウェア共に進歩が著しいので、その時点で決定する。また、

付帯装置と記してあるものは、ネットワーク接続のための装置や、無停電電源、安定化電源な

どの周辺装置を指す。2001年以降の技術者の増強予定については、紙海図のデジタル化作業進

捗状況、手作業による紙海図作成状況などによって、その時点で台数を決定する。電子海図研

修テキストや資料の作成も当然必要となるため、オフィス製品等も導入する必要があるが、こ

れは省略する。 

 

 (1）1999年 

 ４名の増員が予定されており、CARISシステムの研修がメインとなる。しかし、電子海

図作成ソフトウェアを含んだパソコンを導入し、電子海図に対する技術支援に必要な実地

研修が必要であるため、以下のシステムを導入する。 

     パソコン              １式 

     電子海図作成ソフトウェア      １式 

     付帯装置              １式 
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  (2）2000年 

 1999年に増加した作業要員に対応したパソコン及び電子海図データを格納するファイル

サーバーを導入する。電子海図作成ソフトウェアも導入する。さらに、電子海図作成ソフ

トウェアと測量成果との間でのデータ変換が必要であるため、問題判別が必要となる。こ

のためのツールとして、データ変換問題判別ソフトウェアを導入する。 

     ファイルサーバー          １式 

     パソコン              ３式 

     電子海図作成ソフトウェア      ３式 

     データ変換問題判別ソフトウェア   １式 

     付帯装置              １式 

 

  (3）2001年 

 この時点では、EEZ計画による測量成果物が大量に発生することが想定される。予定さ

れている要員を割り当て、要員数に見合った以下の装置を導入する。 

     パソコン              ７式程度 

     電子海図作成（更新）ソフトウェア  ７式程度 

     付帯装置              １式 

 

  (4) 2002年 

 2001年と同様に、要員追加に伴う装置の導入を行う。EEZ計画以外にも、陸部の測量成

果や航空写真などの成果を取り入れて、紙海図から作成した電子海図を更新する目的で、

スキャナーを導入する。コンピュータを利用した目視審査は、表示装置の解像度に制限が

あるため、紙に出力して行うのが通例である。2003年に、電子海図を刊行するには、審査

用のプロッターが必要である。このほかにも、CD-ROMライター、ラベル作成ソフトウェ

ア等のソフトが必要となるが、詳細は省略する。 

     出力ファイルサーバー        １式 

     入力ファイルサーバー        １式 

     パソコン              ４式程度 

     電子海図作成（更新）ソフトウェア  ４式程度 

     プロッター             １台 

     スキャナー             １台 

     付帯装置              １式 
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 ３－４－４ 技術移転計画 

 電子海図作成更新のための技術移転は、以下の計画で行う。 

  (1) １年目 

 国際水路機関（IHO）の国際規格であるS-57についての研修を主として行う。対象者は、

相手方の要員計画から４名とする。ここで、電子海図の作成研修も行うが、測地系変換の

問題が解決していないことが想定されるため、測地系変換が精度にほとんど影響を及ぼさ

ない小縮尺の電子海図作成のみとする。 

 システム技術者として短期専門家の派遣も必要である。主な業務はシステム構成の設計、

導入計画の作成であり、研修は行わない。 

 

  (2) ２年目 

 S-57の解釈に関する技術移転を引き続き行うとともに、小縮尺電子海図作成のための技

術移転を行う。ハードウェアの導入が済んでいるため、電子海図作成ソフトウェアを使用

して、フィリピン側オペレーターとともに電子海図作成方法を具体的に指導して、作成手

順についての技術の定着を図る。 

 システムの導入に伴って、システム管理が発生する。アドミニストレーターとして共同

作業を行い、カウンターパート自身でシステムを管理するための技術を移転する。 

 

  (3) ３年目 

 EEZ計画に基づいた測量成果をもとに、電子海図を作成するための技術移転を行う。2000

年までの電子海図作成方法は、従来の紙海図がソースデータである。測量成果から水深の

抽出、コンターの作成、陸部測量成果などをソースデータとした電子海図作成技術を移転

する。 

 EEZ計画の測量成果は、電子海図アップデート技術移転の最適な題材である。ルソン北

西部の既存の紙海図をCARISシステムでデジタル化し、これをもとに電子海図を作成し、

EEZ計画の測量成果をアップデート情報として適用する作業を共同で行う。 

 

  (4) ４年目 

 マニラ湾測量成果をもとに、対象とする移転技術は大縮尺電子海図の作成である。小縮

尺電子海図とは異なり、大縮尺電子海図には、様々なオブジェクトが現れる。これに伴う

作成手順は非常に細かいため、カウンターパートと共同で電子海図作成要領を作成し、そ

の理解を深める。また、この年にはS-57の改版が予定されている。改版情報を適切に解説

することも重要な技術移転である。 
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 大縮尺電子海図は、紙海図をソースデータとして作成される場合がほとんどである。こ

の時点では、ルソン測地系から世界測地系への変換パラメータが決定されているため、大

縮尺電子海図が作成可能である。よって、既にCARISシステムで作成された大縮尺紙海図

デジタルデータをもとに、測地系変換を行って、電子海図を作成する流れについて、技術

移転を行う。 

 測量艇による測量成果も、この時点では数多く行われることが想定される。2002年に引

き続き、更新技術についての移転も行う。 

 

  (5) ５年目 

 S-57 Edition４の刊行に伴って、電子海図作成要領が変更になることが予想される。主と

してEdition４に伴った変更点が技術移転の対象となる。 

 

 ３－４－５ 問題点 

 電子海図作成における問題点を以下にあげる。 

  (1）測地系変換 

 従来から作成されている紙海図は、ルソン測地系で作成されているが、世界測地系への

変換パラメータが算出されていないため、紙海図をソースデータにした電子海図が作成で

きない。早急に算出するための測量成果が必要である。 

 

  (2) S-57 Edition４ 

 S-57の規格が2002年に変更になることが決定している。各国水路部、ECDIS製造会社及

び電子海図作成ソフトウェア会社等が集まるワークショップ（TSMAD)によって、技術的

な意見が交わされる。しかし、現時点では変更規模が想定できない。2003年には電子海図

作成ソフトウェアがEdition４に対応すると考えられる。 

 

３－５ フィリピン国保有の測量船 

 ３－５－１ スペイン借款による新測量船 

   旧CGSDは、国際海図や航路・港湾の海図整備のための水路測量に従事する３隻の老朽測

量船（船籍30年超）の代替として1,000トンクラスの測量船の無償供与を10年以上も前から

日本政府へ要望していたが、採択のめどが立たなかった。ラモス前大統領の在任中に海洋法

が批准され、地理的海底情報取得の重要性がフィリピン国政府内で認識され始めた。これに

よりスペインからの借款で２隻の新測量船がスペインで建造されることとなった。第１船

（船名：PRESBITERO）は1998年１月30日に進水の後、同年６月に儀装が完了し、同年９月
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１日にスペインのVigoを出発し、途中CGSDの儀装員の航海訓練を兼ねながらフィリピン国に

向け回航され、同年10月７日に到着した。その後、フィリピン国海域で最終船体・機関性能

テスト及び搭載観測機器の最終機器テストが実施され、12月中旬に正式にCGSDに引き渡さ

れた。２番船（船名：VENTURA）も１か月程遅れて就航し、同様の行程を経て1999年１月12

日にマニラに入港し、最終テストの後、同年１月30日にHGSDに引き渡された。 

 新測量船の任務は以下のとおりである。 

   ① フィリピン島嶼海域の海底地形・地勢測量、地磁気・重力測定等による小縮尺EEZ海

図（国際海図）の水路測量。 

② 海象観測及び海洋汚染調査。 

③ 搭載測量艇による沿岸浅海域、海峡、内水域、航路、港湾の大縮尺海図整備のための

水路測量。 

   ④ 沈船、海底火山（セブ島とレイテ島間・海図水深200mの場所に新海底火山が発達して

いる）等の特殊危険海域の調査。 

 

 ３－５－２ 新測量船の乗員 

   第１船（PRESBITERO）：Romeo I. Ho船長以下41名 

   第２船（VENTURA） ：Audie A. Ventirez船長以下33名 

  両船長ともJICA集団水路測量コース研修を受講している。第２船の乗員数が少ないのは、入

港したばかりで残りの乗員が発令されていないためであり、次の人事異動にあわせ充当される

ことになっている。 

 正規乗員の構成は、我が国の海上保安庁にたとえると船長、業務管理官他、航海・機関士官

（船務）兼水路測量観測担当（業務）７名、航海・機関・主計船務主任兼観測担当クラス６名、

後は各科員兼観測補助員となっている。この体制で現地測量観測業務に従事し、上記水路測量

担当７名が主となってデータ集録から資料整理を経て測量原図作成までの工程に従事する。彼

らが水路測量関連の実質カウンターパートとなる。彼ら14名（２隻）＋旧測量船担当者のうち、

８名は前述JICA集団水路測量コース（６か月間：国際水路測量B級資格取得）を受講しており、

かなりの水路測量のバックグラウンド基礎知識を有することから、最新のデジタル水路測量デ

ータ集録処理技術や電子測量原図作成にかかるGIS等の技術を移転するうえでのベースはでき

ている。さらに、最近10年の上記集団研修受講者は誰も退職していない。数年前に新測量船建

造が現実的になったことで海図整備に関する現実性が身近になり、業務意識が向上したことが

退職者の出ない一因と思慮される。これは、近年の電子化で多様性が深まる水路測量技術や電

子海図作成技術を習得するうえで、基礎知識をもとに経験と自己研鑚を積む必要性から、また、

技術の継続性という意味から好ましいことである。 
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 半面、新規採用が少なくなっていることから技術継続のうえで憂慮すべき面もあるが、新測

量船就役による業務量増加が予想されることから、HGSDは定員枠の増加を要求している。 

 

 ３－５－３ 新測量船の性能・仕様等 

  詳細は、資料７英文BRP HYDROGRAPHER PRESBITERO参照。 

  （以下に記す測量船の性能・仕様及び搭載観測機器は２隻とも同じ） 

  (1）新測量船 

   ・総トン数1,179トンで外洋の荒海での航海・観測に耐える船体構造。 

   ・最新の海洋観測機器（GPS/DGPS、複合測位装置、マルチビーム測深機、表層音波探査

装置、音波ログ、CTDシステム等）を搭載。 

   ・ECDIS（電子海図表示装置）、GPD/DGPS、レーダー２基、オートパイロット等の最新航

海機器を装備。 

   ・航走波を軽減するバウバス船首構造及び航走中でも稼動できる最新型ポンプジェット式

バウスラスタ（舷方向の推進器：マルチビーム測深機への水中バブルをなくすタイプ）

を船底装備。 

   ・ブリッジ、居住室の他、水路測量・海象観測用の多様な観測室、資料整理室、海象観測

室、化学分析室等の部屋がある。 

   ・全区域エアコン完備（精密電子機器装備の部屋は予備もあり、搭載測量艇を含む）。 

   ・２基１軸、可変ピッチプロペラの推進器システム（780kW、520kWの２機のディーゼル

エンジン）装備、最大速力13ノット、海水からの造水装置。 

   ・２基の独立発電機、１基の軸発発電機、１基の予備発電機搭載。 

   ・ブリッジ、観測室からの推進器システムの遠隔制御システム装備。 

   ・世界海難通報（GMDSS)や２基の独立通信システム装備。 

   ・SOLAS 条約に基づく遭難救命設備及び船舶による汚染の防止のための国際条約

(MARPOL)に基づく国際海洋汚染防止設備完備。 

   ・水路測量、海洋観測のためのクレーン、ギャロス、巻上機等を甲板に装備。 

   ・沿岸域測量のための測量艇（11m型）及びリーフ等の極浅海域測量用の測量ボード搭載。 

 新測量船は上記の性能・仕様を持ち、深海用音波探査装置等を除き、日本水路部所有の測量

船に勝るとも劣らない最新の航海・観測機器を装備している。ただ、精密電子機器を運用する

うえで電源の安定性に関する装備に不安がある（UPS＝停電一時対応システム、AVR＝自動安

定化電源装置の未整備）。 
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  (2）主要搭載機器 

    主要搭載観測機器の仕様・性能：規格は資料７参照 

   ・複合測位装置：風向風速計、オートパイロット、重力計、プロトン磁力計、表層音波探

査装置等を制御し、その記録を測位・時間データとあわせ一括自動集録する。 

   ・DGPS：ディファレンシャルGPS受信機出力に音波ログ（10層の対地・対水速度の検出）

から最確位置算出。搭載測量艇にも装備。 

   ・マルチビーム測深機：SEABEAM2100(本船)、ELAC1181（搭載艇）；本体は、２波の発振

周波数を持つ最新の広域海底地形探査用マルチビーム測深機で日本水路部の所有する最

新バージョンのものと同じ物である。かつ、ロール、ピッチ、ヒーブ及び船首方位を検

出するイナーシャ付きGPSモーションセンサーは、日本水路部もまだ導入していない最

新性能の持つものである。 

   ・表層音波探査装置：海底下70m程度の地層を3.5KHzの低周波を使用し、探査するもの。 

   ・海象観測装置：XBT(投下式の鉛直水温測定装置)、CTD（水中伝導度・温度・水圧セン

サーを装備し、同値の他、連続的に鉛直方向の深度・音速度を算出し、リアルタイムで

船上装置で表示集録並び指定深度の海水を自動取水する24本のロゼットサンプラーがつ

いたもの）、簡易CTD(2)、自動海水塩分測定装置等で構成される。 

   ・音波ログ（ADCP) ：前述の性能 

   ・その他の機器：流速計(3)、採水器(60)、絶対温度計(36)、験潮器(2；潮汐観測用)、柱

状採泥器、グラブ式採泥器、塩分計、船上司令水中切り離し装置、切り離し器(3)、溶存

酸素測定器、溶存リン・ケイ酸測定器、水中カメラ、pH測定器、プランクトンネット、

実体鏡（航空写真解析）他。 

   ・甲板観測機器：セパレート（1000m、９心信号線入り及び2500mシングル線入りダブルア

ーマードケーブル付き) のCTD観測用10トン荷重ウィンチ、採泥用2500mワイヤー（径

20mm）付き油圧ウィンチ、多量採水用同12.5mm径ワイヤー付きウィンチ、多層採水用

同6.25mm径付きウィンチ他、重量物移動用２トンクレーン装備。 

   ・搭載測量艇：沿岸域、港湾測量用にDGPS、浅海型マルチビームを主体とした最新の水深

自動集録システムが装備されており、WSやPCが整然と配置されていた。マルチビーム

測深機の送受波器も船底装備になっている（本艇は、大縮尺用海図整備のための水路測

量に重点的に使用され、本プロジェクト遂行においても重要な役割を果たすものであ

る：例、マニラ湾）。ただ、母船からの電源接続設備があるにもかかわらず、エアコンが

作動していなかったことから保守上の問題点もあり、プロジェクト開始までにトラブル

が起きないよう常時エアコンを作動させるか、除湿機を設置して精密電子機器の保守を

すべきと担当観測士に助言しておいた。 
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   ＊この水路測量機器整備状況からみて、国際水路測量基準的観点から水路測量関係の現場

調査機材（ハード）として不足しているのは、サイドスキャンソナーだけといってもよい。 

 

  (3)上記観測機器からのデータを統括処理表示及び集録処理するソフトウェア 

    ISS-2000(Integrated Survey System 2000)：DGPS、マルチビーム測深機、表層音波探査装

置及び周辺機器からのデータを統括処理して、リアルタイム測位測深状況表示（一部ガイ

ディング情報船橋表示）・描画及びデータ集録機能等を有する。Science Applications 

International Corporation (SAIC) が作成した水路測量データ処理ソフト、LANネットワー

ク制御ソフトもこの中に含まれる。 

 これらのソフトウェアは、短期調査の結果、シービーム社がマルチビーム用に開発した

リアルタイム表示・集録ソフトに、オーストラリアのコンサルタントがHGSD仕様を追加

し、SAICに発注したアプリケーションソフトである。これは日本水路部が使用しているマ

ルチビーム用ソフト及びHYPACKやHYDROの水深自動集録処理ソフト等と同等の機能・仕

様を持つものである。 

   ＊SAICはWS、HYPACK等はPC作動であり、操作が異なるだけでアルゴリズムはほぼ同じ

なので、予定派遣専門家が１航海同乗観測に立ち会えば十分理解でき、単に操作するだ

けではなく、HGSDが要望している技術移転、すなわち、理論、経験知識に基づき、自

然条件や地理条件によって変わる測量環境や海図水深に対して十分精度を持つデータを

取得処理するためのデジタル水路測量データ集録処理関連の技術移転は可能である。 

 

 ３－５－４ 現有測量船及び測量挺 

  係留されている３隻の旧測量船の調査も行った。旧測量船には６名の保守要員が配置されて

いた。HGSDの話によれば、２隻は廃船にし、１隻は再修理して水路業務に従事させたいとの

ことであった。修理、改修に約800万ペソかかるので、その予算の確保に苦慮しているとのこと

だった。改修予定のATINBAは、船体・機関はまだ使用しうるので、改修予算が確保されれば、

再就航は可能であろう。 

 その他、バンカー（木製の細長い船体に“やじろべえ”型の竹製の安定翼が付いたもの）を

改造したHIZONという名の測量艇を調査した。アメリカのNAV-OCEANOがマニラ湾測量に使

用したものである。60万ペソほどで作成購入したものなので、日本の常識ではとても測量艇と

呼べるものではないが、内水海域で、台風以外の熱帯性気候条件下であれば、十分使用に耐え

るのであろう（実際にマニラ湾の一部を調査している。ミニプロでもプエルトプリンセサの沖

合いを測深した実績がある）。 

 とはいえ、建造素材が木材と竹なので老朽化が激しく、今後の使用には無理がある。HGSD
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にこのことを質問したところ、現在11m型モーターランチの購入を発議しているところで、２

月末には納入されるとの話だった。一方、搭載されていた機器を見ると、旧CGSDが実行予算

で購入した浅海用マルチビーム（ELAC1181、新測量船搭載測量艇に装備されていたものと同

じ）が装備されていた。同装置の送受波器は、安定翼部のチルト機構付き取り付け装置に固定

されていた。室内には一応エアコンも装備されており、訪問した時も稼動していたが、室内状

況をみると常時稼動させていたものとは思えなかった。これが事前調査時に故障した原因の一

因ではないかと感じた。 

 なお、事前調査時には、NAV-OCEANOがマニラ湾調査に協力し、終了した後、マルチビー

ム測深機を供与するとあったが、調査実施に協力して資料を持ち帰り、本国で整理した成果を

送り返すことになっているだけで、機材供与の予定はないとのことである。 

 ２隻の測量船の年間運行計画（作成段階）をみると、183日の調査行動が組まれている。現在

の計画では大半がEEZ調査にあてられる。もちろんEEZ調査も水路測量の一環であることからプ

ロジェクトで意図している水路測量技術移転の範疇に入るが、水深が深い場所がほとんどで、

大筋のデジタル水路測量技術移転には問題ないが、取得デジタル水深の精度を評価するような、

微妙できめこまやかなOJTを図るには不向きである。そのため、プロジェクトが始まったら搭

載測量艇をフルに運用できるような測量船運用計画を立ててほしい旨を申し入れたところ、そ

のあたりの助言も含め日本に期待しているので、プロジェクト方式技術協力が開始されれば専

門家の意見を取り入れ、柔軟にプロジェクト方式技術協力に沿った形の運用計画にしていきた

いとのことであった。 

 本プロジェクト実施に重要と思われる測量船運航コストについても、1999年実行予算（運航

費）約800万ペソ程度なら、上述したようなエンジンの馬力・速力及びフィリピン国の重油コス

トからみて十分対応できるものとみて取れた。このクラスの船で巡航時12ノット、測量時８ノ

ットということは、燃料消費の面からみれば、最大の省エネ船といえる。速力が１ノットずつ

上がると階乗的に燃料消費量が増大する。仮に15ノット速力になると８倍の燃料消費量になる。

つまり、日本の測量船に比べれば、数分の１の燃料消費量で済むことになる。 

 一方、HGSDは、EEZ測量調査後（予算上の計画では３～４年で終了；領海基線から200海里

内の測量のみ；深海用の音波探査装置を装備していないことからEEZ拡大を意図した測量では

ないといえる）のことも考慮し、借款で導入した新測量船の有効活用を考えて、DENRの海洋

汚染調査部門やフィリピン大学海洋研究所等の他組織との連携・合同海洋調査を計画しており、

国益に沿った効率的な新測量船運用を行い、同時に運航コスト負担の広範化を図ろうとしてい

る。このため初期の話し合いは既に終わり、HGSDは上記組織等との国内海洋・海底調査委員

会設置に関する回章文書を作成していた。 
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３－６ 水路測量技術 

 ３－５項で述べたように、電子海図作成にもつながる海図整備に関する水路測量機器やソフト

ウェアはかなり整備されている。これらのハード・ソフトをいかに使いこなし、国際水路測量精

度基準に沿った成果を効率よく作成できるかが重要である。HGSDが本プロジェクトに期待して

いることは、近代水路測量技術者として必要な知識技術を習得するための、一連のデジタル水路

測量データ集録処理技術と最新の技術情報の紹介及び近年の衛星測位技術、水中音響技術、コン

ピュータ関連電子技術等の基礎・応用技術である。 

 水路測量技術に関する記述は３－５節の新測量船の項でも述べているため、重複を避けて以下、

水路測量関連事項を質問書回答に関する見解とともに、箇条書きに述べる。 

  ・オーストラリアのコンサルタントと測量船装備の機器保守のため、さらに２年の延長契約

を結んだとのこと。水路測量の技術指導契約ではないため、機器保守のほか、機器・ソフ

トメーカーへの修理依頼等が主で、機器に関連した測量技術の助言はするが、本プロジェ

クトで意図しているような水路測量技術移転に関するカリキュラムは組んでいない。 

  ・米国NAV-OCEANOからの協力は1998年に一通り終了したが、予定のマニラ湾海図整備水

路測量フェーズⅠ、Ⅱが完全に終了していないため、現在HGSD独自で新測量船第１船の

搭載測量艇で補測調査を実施中。フェーズⅡまである（2001年）マニラ湾水路測量の計画

については本プロジェクト方式技術協力の対象にしたいとのことである（ミニッツANNEX 

Ⅳ参照）。 

  ・DENR敷地内に東南アジアでのMarine Electronic Highway (MEH) 構想を推進している地球

環境ファシリティ(GEF) UNDP/IMOのアジア事務所があり、責任者のCHUA博士を訪問し

て会談した。MEH構想とは、ENCネットワークを海域地理情報データベースとし、これに

リアルタイム気象情報や海況情報（潮汐・潮流）及び港湾事情速報等を加味して船舶に提

供、航海の安全を図るという構想である。さらに地理情報システムとしてのENCの特性を

生かし、東南アジア海域海洋汚染を防止する環境モニタリング・油漂流予測モデルの展開

を、DGPS網やVTIS等のシステムとリンクして発達させようとするものである。会談の間、

フィリピンのENC技術はマラッカ海峡沿岸国等に比べてかなり遅れているので、本プロジ

ェクトの実現に大いに期待していること、また、本プロジェクトの推進に関しDENR等の強

い支援が得られるよう側面からの協力を惜しまないとの言を得た。 

  ・1991年に個別専門家により供与された地磁気観測機材の稼動状況調査のため、HGSD所属

のモンテンルパ地磁気観測所を訪問した。供与した機材のうち、フラックスゲート型三成

分磁力計はデジタル変換部に異常があったが、アナログ記録は良好に作動していた。絶対

観測磁力計は、新しいものに更新されていた。プロトン全磁力計は、電源部の故障で稼動

していなかった。現在は、絶対磁気儀で週２回の偏差・水平成分及び伏角の絶対値を計測
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し、フラックスゲート型でXYZ成分変化記録の読み取り基準値を算出して、地磁気３成分

の日変化、月変化、年変化、永年変化成果をまとめるという最低限の観測を続けている。

「海図の編集に不可欠な地磁気情報の収集」及び日本や世界の地磁気分布図作成にも重要

なデータを提供するため、東南アジアで唯一の永年観測（1968年観測開始）を続けている

本地磁気観測所へも、本プロジェクトで技術支援することが望ましい。 

  ・測量船の母港は、質問書の回答ではフィリピン国海軍基地キャピテ港になっていたが、そ

の後の交渉で旧米軍海軍基地跡のスービック港に専用岸壁が取れることになり、保守管

理・整備及び保船の観点からスービックに決定した。また、２隻の測量船とも、回航中に

航海機器・機関・通信機器のトラブルは発生しなかったとのことである。 

  ・測量船のドライドックを含む年１回の定期整備も計画されており、予算も計上されている。

熱帯で、かつマニラ湾の海水栄養素豊富な環境を考慮すると、船底への生物付着による船

底装備音響機器送受波器への影響（感度低下）が心配されるが、この定期整備計画と潜水

具装備の状況からして、いざという時には応急処置がとれるので、測量観測への影響は少

ないと考えられる。 

  ・測量船搭載機器の必要なキャリブレーション及び初期値計測は、マニラ入港後の機器テス

トで実施されており、この面の技術指導は経年変化を伴う部分だけでよい。ただし、キャ

リブレーションや初期値設定の理論や原理の講義は必要である。 

  ・水路測量のデジタル化システム化要望に関し、水路測量成果の測量原図を電子化するGIS

技術（ENCデータ構造と互換を持つ電子測量原図）について、日本側の技術移転趣旨を説

明したところ、この部分の機材が不足しているため、事前調査時に機材供与を要望したと

のことであった。調査の結果、水路測量関係要望機材の要請趣旨は妥当なものであるが、

コンピュータの進化が激しいため、実際の納入時には、一部の機器について規格変更（仕

様変更）になるであろうと思われる。 

  ・SAICのライセンスは、HGSDのものになっている。ソースプログラム（C言語）もプロテク

トはかかっていないので、HGSDの技師が、専門家の指導の下、修正・改良することが可

能である。 

  ・機材供与にリアルタイム潮汐補正装置という名称の機材が要望されていたが、調査の結果、

測量船にリアルタイムで潮汐データを送信するものではなく、HGSDと所轄験潮所を電話

回線で結び、任意時にそれまで集録した潮汐データをテレメトリーを用いてオフィスで集

録する装置であることが明らかになった。これは海保水路部が数年前まで実施していたも

ので、リアルタイム潮汐データ集録とはいえないが、水路測量データ整理だけを念頭にお

けば、維持管理のコストが最も廉価で済むのでHGSDには向いているといえる。 

  ・要望供与機材の中にあるCARISのHIPS & SIPSソフト（１ライセンス）は、SAICソフトとか
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なりの部分で競合するものであるが、サイドスキャナーのモザイク処理とSAICソフトの機

能性及び利便性を比較し、SAICソフト改良の技術点追求のために導入したいとの意向であ

る。これは、多様化する水路測量技術をソフトに反映するうえで、また技術向上をめざす

うえで重要なことである。 

  ・上述のとおり、事前調査時のHGSDの要望機材については、すべて妥当性が認められる。

最近の水路測量で不可欠になりつつあるサイドスキャンソナーの供与要望は１式となって

いるが、送受波器及びデジタル信号処理部が曳航式のために故障率が高いこと、新測量船

が２隻であることを考慮すると、技術移転面からも２式の供与が望ましい。 

  ・Mapping Departmentが持つデジタル岸線データについては、ルソン測地系をもとに数値化

したものであるため、３－２節の最後に述べた測地系の歪み誤差を持っており、利用する

には、前述したローカルデータム変換パラメータを算出し、測地座標変換のアプリケーシ

ョンソフトを作成する必要がある。また、今回は調査できなかったが、本プロジェクト開

始時点でフィリピン測地網（PRS92）を完成させた第１次GPS観測網展開のWGS-84上の原

点値の与え方等について、再確認すべきである（地理的形状の測地基準で海図作製の根幹

となる)。 

 

３－７ 電子海図作成技術 

 ３－７－１ 必要技術 

  電子海図作成にあたっては、以下の技術的な要素が必要である。 

   ① S-57の理解 

   ② コンピュータ経験 

 

 ３－７－２ S-57の知識及び解釈 

 電子海図を刊行するには、これを規定したS-57の知識と正確な解釈が不可欠である。フィリ

ピン国の電子海図についての知識は、これまでの各国水路部の情報収集及びECDIS装置の導入

に伴う知識の習得という点からみれば、下地はできているといえる。しかし、責任者はS-57を

一読しているものの、理論については、非常に難解に書かれている部分があり、これを十分に

は理解していないのが現状である。よって、本プロジェクトでは国際水路機関（IHO）の国際

規格であるS-57の知識及び解釈に関する技術移転が不可欠である。技術移転するにあたっては、

①英語の問題、②海図図式の相違、③規格書の読み方等の問題がある。 

 フィリピン国は英語教育が進んでいるため、末端のオペレーターまで英語によるコミュニケ

ーションが可能である。S-57は国際規格であるため、非英語圏においても解釈が異ならないよ

うに極力平易な英語で書かれている。よって、S-57の英語の解釈に起因する問題は非常に少ない。 

－30－



　S-57で規定されたオブジェクトや属性は、国際海図図式INT１とおおむね対応している。INT

１が理解できれば、S-57で規定されたオブジェクトと属性がおおむね理解できる。フィリピン

国ではこれまでイギリス式とアメリカ式及び30図以上の国際海図を刊行してきた。これらをデ

ジタル化するにあたり、INT１図式で紙海図を作成するためのCARISシステムが使用されてい

る。CARISシステムの入力方式はINT１図式に完全対応しており、入力オペレーターはこれを

十分に理解している。よって、海図図式の相違に伴う煩雑さは発生しない。

　S-57はコンピュータにデータを格納する方式や、地理情報システムで使用されるトポロジー

の規格を含む。このなかには、地理情報の専門用語、トポロジー構築などの計算幾何学、図法

変換や最小二乗法などの情報処理等、理系大卒レベルの教養がないと理解できない部分がある。

これらのS-57の記述方法は専門書的であるため、これを真に理解して習得するには、具体例を

あげてS-57の記述に対して適切な解説書を作成したり、セミナーを開催する等の手法で技術移

転を行う必要がある。

　３－７－３　コンピュータ経験

　CARISシステムのデジタル海図作成経験から、地理情報システムの基本概念及び操作という

点での基礎は十分に習得している。よって、導入する電子海図作成ソフトウェアが何であろう

とも基本的な概念が同じである以上、その基本概念及び操作についての問題はほとんど発生し

ないと考えられる。よって、これに関する技術移転の必要性はない。しかし、電子海図を作成

するには、S-57の難解な記述を理解したうえでの作成手順が重要な要素となる。最初の電子海

図を作成する方法は、ほとんどすべての水路機関で、紙海図の数値化、オブジェクトの構成と

属性の付与によって行われている。この方式については、既に実績のある統合化されたソフト

ウェアを使用し、作成手順に関する技術移転を行えば、目的は達成できる。しかし、これだけ

では以下の２点で問題が発生する。

　海図の更新は、測量原図などのデータソースをもとに行うという点では、紙海図でも電子海

図でも同じである。測量データは既にデジタルで収集しているため、この情報を海図作成（電

子及び紙）システムにデジタルのまま転送して更新すれば、データの品質（測量精度及び人為

的なミス）を損なうことなく電子海図及び紙海図の更新が可能である。ところが、このような

データの受け渡しは曖昧な交換規格しか存在しないため、期待されるデータ変換ができないと

いう問題が頻繁に発生する。これを解決するには、知識と経験に基づいた問題判別能力の育成

と、それを支援するためのソフトウェアが必要となる。

　航海用電子海図は専用のソフトウェアによって作成されるが、ソフトウェア自身の問題や作

成手順のミスによって、期待される成果が得られないことがある。電子海図作成ソフトウェア

によって作成された航海用電子海図を確認するためにECDISが導入されているが、そのトラブ
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ルを判別して不適切なデータを編集修正するには、データの正否に対して問題判別能力が必要

となる。現在の紙海図作成においては、出力される結果がプロッター出力で完全に確認できる

ため、このような問題判別能力を必要としていないし、これができる人材もいない。 

 ハードウェアの選定及び導入、ソフトウェアのインストールやカスタマイズは、これを納入

した会社によって行われるケースが多い。ハードウェアの移設、ケーブリング、ソフトウェア

の設定等については、これを理解していないとプロジェクト終了後のハードウェアの更新、ソ

フトウェアのバージョンアップ及び設定ができなくなることが予想される。さらに、ハードウ

ェア障害、ソフトウェアのトラブル等はどのようなシステムでも日常的に発生する。現在は、

このようなシステム管理を行っていないため、システム管理についての技術移転が必要である。 
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